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経済時系列デ-タにおける集計の効果

東 田 啓

は じ め に

本稿は,大別すると,2つの目的をもっている｡第 1,各期間における,例

えば,期首のデータのみにもとづいて, 1階の自己回帰モデルで最小2乗推定

を行なった場合のパラメーターの推定量の分散と,各期間での集計値 (厳密に

いえば,積分値)からなるデ-タにもとづいて同じ推定法を行なった推定量の

分散とを比較する｡テ一夕そのものの値の違いを無視すれば,サンプルサイズ

は同じであるから,このことは,とりもなおきず,集計されないか く乱項の分

散 と集計されたか く乱項の分散とを比較することになる｡この場合 1階の自己

回帰モテルのラックは,どちらのデータについても等しい｡ 第2,例えば,月

別データ,年別データの各々について,1階の自己回帰モデルで最小2乗推定

をした場合のパラメーターの推定量の分散を比較する.もちろん,年別データ

にもとづいた回帰式のラッグは,月別データのラッグの12倍である｡サソプル

サイズが異なることに注意しながら,まず各々のかく乱項の分散が比較され,

次に推定量の比較が行なわれる.

Iでは.モデルの設定とその経済的意味がのべられる｡上述の2つの問題は.

IIで明らかにされる｡IIIは,nおよびⅠⅤにおいて用いられる計算結果を導 くた

めにあてがわれているO このような計算手順に関心のない読者は,よみとばさ

れてもさしつかえないC集計された場合のかく乱項は,興味深い構造をもって

いるOこれについては,Ⅳで議論されるDVでは,米国消費者物価指数にもと

づいて,ⅡおよびⅣの理論的結果の検証がおこなわれている｡
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わすかという矛盾の存在をも意味したDそして,この矛盾 ･対立が表面化する

際,天皇制絶対主義権力はその官僚的電力行政機構によって常に産業政策とし

ての電力政策を優先し,次第に地方自治体による電気業統制を圧迫していく｡

それはまず,電力行政権限の逓信省による専制的行使にみられる｡例えば,自

治体が ｢報償契約｣によって既存の電気業者に供給独占権を認めていても,逓

信省がそこに重複営業許可をすることによって ｢報償契約の認むる独占権は柔

王蘭せられつつある｣'o)0-)が冥態であった｡これによって,自治体の ｢報償契約｣

による統制は極めて権威のないものとなっていたO

さらに逓信省は,1919年自治体の ｢報債契約｣による合併 ･増資-の統制に

対し, ｢右の如き道路の使用と直接関係なき事項につき,市町村が電気事業に

干渉するは往々太省の方針と低蝕を来し,支障少からざるのみならず電気事業

の発達にも影響する｣71)として, その無効 .停止の圧力をかけていくのであるo

Lかし,このような電力国家政策における逓信省と地方自治体の電力行政の

矛盾は,われわれが考察対象とした明治末から大正初期にかけて まだ崩芽的

なものにとどまっているoLかし,以後の電灯 ･電力の一層の普及を基礎とす

る労働者 ･勤労市民の公益的電気業統制の要求 .独占料金反対運動は,産業政

策としての電力国家政策と鋭 く対立する一方,この電力政策における ｢競争に

よる大口電力普及策｣は,地域独占たる電力資本間の無政府的競争を激化させ,

電気業の経営危機をもたらす｡かくて,この電力政策は重大な危機に直面する

が,それは同時に電力国家政策の内在的矛盾,即ち地方自治体の財政目的の統

制-の圧迫を強化する,ここに自治体による電気業統制と労働者 ･勤労市民の

公益的統制の要求は,電気業の民主的統制-具体的には公営化要球のもとに合

流し,電力国家政策はその対比､策として,戦時経済下o)もとで一層oj中央統制

強化-とすすむのであるが,これは又,次満でくわしく考察することとしよう｡

70)東京市政調査会 ｢強国主要都市に於ける電気事業軸旋契約｣前掲番,29べ一ジ.
71) 逓信次官の内務次官宛の願会 (電管第5060号)｡石井賓三 ｢電灯電力電鉄及廉尿公営に関する
新研究｣1921年,18ページ.
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Ⅰ モ デル の設 定

本質的に連続な時系列 1(i)のモデルを,

響 +-I(i)-I(i) (ll1)

と仮定するof(t)の自己共分散を,B(5)-C~川 とし.C/2-C/♂-7rf.V.は,

I(i)の 一定なスぺクトラル密度関数)が,つねに一定となるよう,Cお よびβ

を無限大にすると,i(i)は,ホワイ トノイズになる｡ さらに,i(i)の平均値は,

ゼロとするDこのように底隈の操作をおこなうと,よく知られたスペクトラル

密慶関数 f:))の公式

f(A)-去[_qeJ}sB(5)dS
から,Cは,ホワイ トノイズ f(i)の分散であることがわかるO

(1･1)の一般解は,初期時点を,≠-0 とすれば,

ヱ(i)-e-qLx(0)･J:;-q'L-,'f(r)dr
である｡したがって,

.T(i)-e~qx(トー1)

-lE_e1-a(EI,,i(r)dr
および

x(i)-e-qAEx(i-At)

-1を;La(A-r,E(r)dr
がえられる｡同様に,

長(S)d3-e-葉 (5-1)dS

=I.I_eL-q'-'E(r)drds

(1.2)

(1.3)

(1.4)

がなりたつ. したがって (1.2)を, 各期間における.例えば,期首のデータ



86 (448) 第 111巻 第 516号

にもとづいた回帰式, (1.4)を,年別データにもとづいた回帰式と考えるこ

とができるo (1.3)は,At-1/12程度ならば,月別データにもとづいた回帰

式と考えても大して差障ないと思われる｡

ⅠⅠ かく乱項と推定量の比較

まず,はじめに, (12)式のかく乱項 (これを,I(i)とする)の分散と.

(1.4)のかく乱項の分散を比較する｡Ⅲにおいて,各々の分散が次のように計

算される ((3.2),(3.5))｡

Elr(i)]2-普 (1-e-2q)

Elfi(S)ds]2-普 (1-e-2q)意(荒 し 1)
さて,

意(憲 11)
は,すべての α について正であるから, どちらの分散も,すべての α につ

いて,正となる｡

意(憲 -1)-1

-去 (2(ed-1)-(a2十2-))

であるから,α>0ならば,

意(誓 -I),1
α<0ならば,

意 (宝 1-1)<1

となる｡したがって,(1.2)と (1.4)にもとづいたサンプルサイズは,同じ

であるから,データの値そのものを無視するならば.α>0のとき,集計され

たかく乱項の分散の二万が人きくなり.したがって,パラメーター の最小2乗推
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定量の分散が大きくなる｡推定値もほぼ同じ値をとるであろうから,t値は集

計された方が小さくなる｡a<0のときには,逆のことがなりたつ.α-0な

らば･耳(i)および 蔦 (S)dsは･いわゆる酔歩 (random alk)となり･どちら
のかく乱項の分散も,

ElJ:lE(S)ds]2-C (21)

という一定の値となる (Yaglom,A M.,TheoTTOftheStaizo7Za7TRa7ZLbmEunc･

t10が,1962,p66)｡いいかえると,a>0すなわち,a(i)が定常的ならば,集計

することにより損失をこうむり,逆に.非定常的ならば,集計することにより

利益をうける｡

(1.3)式のかく乱項 (これをEdt(i)とする) の分散は,Ⅲの (3.1)で与え

られている｡それは,次のようになる｡

E[EAE(i)]2=普 (1-e12qde)

すべてのゼロでない a と.0<At<1に対して,

i (1Ie-2q)一意 (i-e-2qAF),0

であるから, α>0ならば,

碧 (1-el2qdE)<碧 (i-e12q)意(憲 -1)
であるOこの結論は,a<0でもかわらないことも確められる｡a=0ならば,

(1.3)のかく乱項の分散は,

ElJit(r)dr]-C･At
となる (Yaglom,op c2t.). したがって,あらゆる a に対して,集計されたか

く乱項の分散の方が,集計されない (1.3)のかく乱項の分散より大きい｡ た

とえば, At=1/12とすると,月別データのサンプルサイズは,年別の12倍で

あるから,説明変数のモーメソトの逆数に関しては,辛別は,月別の約12倍に

なるであろうoLたがって,各々のパラメータ-の最小 2乗推定量の分散は,
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集計されたデータをもちいる回帰式 (1.4)の方が大きい｡ t値については,

α<0の場合一般的なことはいえないo しかし, a>0ならば,集計された場

合のパラメーターの推定値の方が小さくなるであろうから,分散の比例分以上

にt値は小さくなる｡

ⅠⅠⅠ 分散と自己共分散の導出

計算手続きに関心のない読者は,本節をスキップして,IVに進まれるとよい｡

まず.集計しない回帰式 (13)のかく乱項の分散をもとめる｡

E[Ed,(i)]2

-lLJ二df-q'2CIS-J′)E[r(S)I(S′)]dsd{

-普e12-[L 轡 rle-qFeFFdT･I hCqgd藍 十㌢ aTe-PTdT]

-缶[去 (㌔ge-e2d,EIJL))一石缶 (㌔qt-e(a･脚 '- 一-)]

一よ す[志 (e(a-p'- '(t-A.'-e2dt-AE))一去 (e2qE-e2-'t-1F')]

β→coにすると,

E[EAE(i)]2-義 -(1-e124加) (3 1)

となる｡ (1.2)式のかく乱項に対しては,

ElE(i)]2-忘 (1-e-24')
となる｡次に.I(i)の自己共分散をもとめる｡

E[C(I)I(r)]

-j:e_1I,_Tf-a"･r-∫-∫''E[E(S)I(S′)]d5ds′
-%e-州T,flJ'_r(s･〝e-p- dsdS′

(3.2)
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この値を評価するにあたって,2つのケースにわける｡

ケース1 t+1≧r≧tのとき

E[E(i)I(r)]

-争 -q(L･r,[1才-3dsJI-:'ニーa,epTdT
･Lfzqsdslof-epTdTILf-sdsloB~汁 と-qrep,dT]

-% e一山,,[毒 (㌔q(,-I)- ㌔ qr-a-P)
- eP〔E-r)+a(i+'~2)+ eβ(卜rJ1)+q(i+'11)

-e2d',~1)).読 (㌔CE- e糾 り

一毒 (e-A(- Il'･糾 ,- e2d(･-1,)]

♂-∞ にすると,

E[E(i)I(r)]

-去 (11e~2-)ea'L- r)
となる｡

ケース2 r≧～+1のとき

E[E(i)I(r)]

-% e一山r,lI:_fJ∫dSf ::㌔-d,〆rdT]

-% e-d'･･r'･毒 [〆̀-1-州 ･r-I)
-ep(i-,)- ,-ep〔E-,州-∫-2'･eF'-rll)棚 ,-1']

β-- にすると.

E[C(i)I(r)]-0

(451) 89
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となるo

E(i)の自己共分散に関して,以上の結果をまとめると,

E[E(i)I(r)]-普 (11e-2りea･-

E[E(i)I(r)]-0

となる｡

これらの結果をもとにして,集計された場合のかく乱額の分散を,まずもと

める｡

JニltlElE(3)I(!)]dSds′
-普 (11el2a)JJ二㌢i-'JdsdS
-普 (1-e-a)[jl:_FsJT,o_7-qfdTJ∴可｡州BafdT]
=碧 (11e124)意 (誓 -1)

次に,自己共分散

JJ 二P[C(S)I({)]
をもとめるのであるが, (33)および (3_4)から,

Lr 妄[E(∫)I(I)]dSd{

以外は,ゼロとなることがわかる｡この式は,さらに.

誉 (1Ie-2q)J∴fsl二.e-qfdT
-出 ･iTLt

(3.5)

(36)
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となるo

IV 集計されたかく乱項の構造

1階の離散型移動平均確率過程

Z,-aL+ea,ー1

を考えるo a丘は,離散型のホワイトノイズである｡この自己相関係数 phは.

pA-1空 ;≡:

であるOしたがって, 宕Eが,移動平均過程のモデルであらわされるためには,

βが,実数でなければならないから,

β2十旦+1=O
Pl

の判別式は,正である｡したがって,

pl≦与
でなければならないO

Ⅲで,集計されたかく乱項は.離散塾で考えた場合.1ラッグの自己共分散

のみが,ゼロではなく ((3.6)式参照)それ以上のラッグの自己共分散は,ゼ

ロである ((3.4)式参照)ことがしめされたD したがって,集計されたかく乱

萌は,1階の移動平均過程のモデルであらわされる可能性がある｡ (3.5)お

よび (3.6)から,

pl-与砦 藍

である｡すべての α について,e9-1-α≧0であるから (これより,e≧0で

あることがわかる) pl≦1/2であるか,いなかは,

(1-♂)2-(♂-1-α)

が,負か正かB=J:って決定されるO容易に検証されるように,この値は,
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-12<α<-1.1

の1点のみで,正負がかわるo Lたがって, 少なくとも,α≧-11ならば,

集計されたか く乱項を,移動平均過程で表現することは不可能であり,α≦-12

ならば,可能であることがわかる｡

この自己相関の漸近行動について,次のことがいえるO

･fP⇔pl-!1_巴(与蓋監)- o
さらに,自己共分散 rlについては,

無 γ1-聖 ‡禦 ･i掌 Ⅰ-十-

がなりたつ｡

V 米国消暑者物価指数に関する実例

この節では,IIおよび,Ⅳで明らかにされた結果を検証するた桝 こ,1951年

から1966年までの,米国消費者物価指数の年別と月別データ (出典は,『物価総

覧』週間東洋経済臨時増刊昭和42年度版)にもとづいて,回帰モデル (1.2),(1.

3)および (1.4)に単純最小2乗法を適用したところ,次の推定結果がえられ

た.ダービン･ワTソソの系列相関の検定蓑を用いるために,定数項が導入さ

れている｡

各年の1月のデータにもとづいた結果は.

1(i)-2.872+0.9867(i-1)

to_0501

(19.66)

RR (決定係数)-0965

SS (平均2乗誤差)-1.467
I)W (ダービン･ワトソン比)-1490

月別データについては.
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x(i)-0752･0994x(-吉 )
t0010‡

く99.37)

RR-0981

SS-0.872

DW-2951

年別デークについては,

J:_.I(S)d5--2585+1041J'Llf(S-1)ds
IO.041‡

(25.17)

RR-0.978

SS-0987

DW-1.265

である｡ t Iの中の数値は,推定値の平均 2乗誤差, く )の中の数値は,

t値であるO

定数項を導入したため,各年の1月テ｣タと,月別データについては,前期

の変数に乗ずる推定値が1より小さくなっているが,年別データの推定結果を

みると,a<0であることがわかる｡ 年別データにもとづいたか く乱項の分散

の推定値 0987の万が,1月テ一身のそれ 1467よりも小さい｡ これはIlでえ

られた, αく0のとき集計されたかく乱項の分散の^が小さくなるという理論

的結果 と一致するOサソプルサイスが,同じであるから,推定値の分散 も,ほ

ぼ比例的に,年別デ-クの方が小さくな･'ているo Lたがって, t値に関して

は,逆比例的である｡

年別データのかく乱項の分散の推定値は,0.987で,月別のそれは,0_R72で

あるから,つねに,月別のか く乱項の分散の方が小さいという皿の結果と一致

する012倍 ものサンプルサイズの逢いゆえに,パラメーターの推定値の分散は,
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か く乱写頁の比例分以上に月BIJデータのそれが小さくなっている0

次に,Ⅳの結果 と対照してみよう｡

ダービン･ワトソンの有意水準10%の両側検定表 (Durbln,J&Watson,G S.,

"TestlngforSenalCorrelatlOnlnLeastSquaresRegreBSion.ⅠⅠ,"BLOmetrlCa,1951,

p.162)をもちいるO まず, 1月データにもとづ くダービン .ワトソソ比は,

1.490,月BIJのそれは2951であるから,各々正と負の系列相関を有するo これ

は,集計されないか く乱項は, 系列的に独立であるという理論的結果 ((34)

式参照) と矛盾するようにみえるが,データの性質上この程度の相関はいたし

かたないOそれに対L,集計されたか く乱項のダーピソ ･ワトソン比は,1,265

であるから,明らかに有意な正の相関をも･-'ている｡ これは,Ⅳの結果 と一致

する｡ところで,いまの場合,明らかに,α≧-11であるから,Ⅳより集計

されたデーうりこもとず く回帰式 (14)のか く乱項を, パラメトリIyクな1階

の移動平均過程のモデルで表現し,いわゆるミyクスモデルの形で推定効果を

高める (Box,G E P 良JenklnS,G.班.,T17ne.SkrleSAnaZysw,1970,Chap.7) こ

とはできない｡

この場合,a はほとんどゼロに等しいので,Morgensternや Grangerをは

じめとする経済学老たちによって指摘された,株式市場価格は,ほぼランダム

ウォークによってフイットできるという事実が,消費者物価指数についてもな

りたつであろうか ? I(i)がランダムウォークにしたがうならば, 集計しても

しなくても,か く乱項の分散は, 等しい一定の値 となる ((2.1)式参照)O と

ころが,いまの場合, 1月データのそれは,1467で,年BrJのそれは,0.987,で

あり,そうとうな違いがある｡ したがってこの期の米国消費者物価指数が. ラ

ンダムウォークに従 っているとは,いいがたい｡

本稿の作成過程において,京都大学経済研究所佐和隆光先生からは,多面にわたる

御指導をうけ,同研究所森口親司先生からは,有益なコメントをいただいた｡両兄生

に深く感謝いたしたいo


